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令和４年さいたま市議会９月定例会提出議案一覧

合計２９件（予算議案７件・決算議案４件・条例議案６件・一般議案８件・道路議案２件・人事

議案２件）

≪予算議案≫ 

議案第１１４号 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第６号） 

議案第１１５号 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第７号） 

議案第１１６号 令和４年度さいたま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議案第１１７号 令和４年度さいたま市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第１１８号 令和４年度さいたま市食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計補正予算（第

１号） 

議案第１１９号 令和４年度さいたま市水道事業会計補正予算（第１号） 

議案第１２０号 令和４年度さいたま市下水道事業会計補正予算（第１号） 

≪決算議案≫ 

議案第１２１号 令和３年度さいたま市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第１２２号 令和３年度さいたま市水道事業会計決算の認定及び剰余金の処分について 

議案第１２３号 令和３年度さいたま市病院事業会計決算の認定について 

議案第１２４号 令和３年度さいたま市下水道事業会計決算の認定及び剰余金の処分について 

≪条例議案≫ 

議案第１２５号 さいたま市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の制定につ 

いて

        （所管課所・総務局人事部人事課） 

 地方公務員法等の一部改正を踏まえ、職員の定年を引き上げる等のため、さいたま市職員の

定年等に関する条例のほか１４条例について、所要の改正等を行うもの。 

 （内容）

  １ さいたま市職員の定年等に関する条例の一部改正 

 職員の定年引上げ 

ア 職員の定年を、年齢６０年から年齢６５年に引き上げるもの。 

イ 定年の引上げは、令和５年４月１日以降、２年に１歳ずつ段階的に行うもの。 

 管理監督職勤務上限年齢制の導入 

・ 管理監督職の職員で一定の年齢に達した者を他の職に降任等させることとする管理

監督職勤務上限年齢制の導入に伴い、次に掲げる事項等を定めるもの。 

（ア） 管理監督職は、管理職手当が支給される職（医療施設等において医療業務に従事 

する医師及び歯科医師が占める職を除く。）とするもの。 

（イ） 管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年とするもの。 

（ウ） 管理監督職勤務上限年齢に達した後も、引き続き管理監督職に任用することがで 

 きる特例について、要件等を定めるもの。 

 定年前再任用短時間勤務職員の採用 

・ 年齢６０年に達した日以後に退職した職員を、短時間勤務の職に採用することがで
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きることとするもの。 

 情報提供及び意思確認 

・ 当分の間、職員が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度に、当該職員に対し、 

年齢６０年以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を

提供するとともに、年齢６０年以後の勤務の意思を確認するよう努めることとするも

の（ただし、令和４年度は準備行為として行う。）。 

 暫定再任用職員の採用 

・ 定年の段階的引上げ期間中は、現行の再任用制度と同様に、定年退職者等のうち、

年齢６５年に達する日以後における最初の３月３１日までの間にある者を、１年を超

えない範囲で任期を定め、常時勤務を要する職又は短時間勤務の職に採用することが

できることとするもの。 

２ さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正 

  ・ 条例で引用しているさいたま市職員の給与に関する条例の一部改正に伴い、規定の整

備を行うもの。 

３ 公益的法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例の一部改正 

・ １ （ウ）の特例により任用されている職員は、公益的法人等に派遣することができない

こととするとともに、その他規定の整備を行うもの。 

４ 外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさいたま市職員の処遇等に関する条例の一部

改正 

・ １ （ウ）の特例により任用されている職員は、外国の地方公共団体の機関等に派遣する

ことができないこととするとともに、その他規定の整備を行うもの。 

５ さいたま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正 

・ 短時間勤務の職に係る地方公務員法の引用条項の規定の整備を行うもの。 

６ さいたま市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正 

  ・ １０ に規定する措置等に係る降給の際に給料月額の異動を通知する規定を追加する

とともに、その他規定の整備を行うもの。 

７ さいたま市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正 

・ １０ に規定する措置等の導入に伴い、減給処分の上限額に関し、現に受ける給料月

額の１０分の１に相当する額を上限とする例外規定を追加するとともに、その他規定の

整備を行うもの。 

８ さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正 

・ 現行の再任用短時間勤務職員に適用されている勤務時間等に係る規定について、定年 

前再任用短時間勤務職員に適用することとするとともに、その他規定の整備を行うもの。 

９ さいたま市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

・ １ （ウ）の特例により任用されている職員は、育児休業及び育児短時間勤務をすること

ができないこととするとともに、その他規定の整備を行うもの。 

１０ さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正 

 特定日以後の職員の給料月額の特例 

   ・ 当分の間、職員の給料月額は、職員が６０歳に達した日後における最初の４月１日

（特定日）以後、当該職員に適用される給料表の給料月額に７割を乗じて得た額とす

ることとするもの。 

 管理監督職勤務上限年齢制により降任等された職員の給料の特例 
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   ・ 管理監督職勤務上限年齢制により降任等された職員であって、引き続き同一の給料

表の適用を受ける職員については、当分の間、給料月額のほか降任等する前の給料月

額に７割を乗じて得た額と降任等した後の給料月額に７割を乗じて得た額との差額に

相当する額を給料として支給することとするもの。 

１１ さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正 

   ・ 職員が６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員の給料は、さいたま市

職員の給与に関する条例の規定の例により、市長が別に定めるものとするとともに、そ

の他規定の整備を行うもの。 

１２ さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正 

  ・ 現行の再任用制度の廃止に伴い、期末手当の支給に当たり権衡を考慮する常勤職員に

係る規定の整備を行うもの。 

１３ さいたま市職員退職手当条例の一部改正 

  ・ 退職手当の基本額の特例 

   ア 当分の間、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者に対する 

退職手当の基本額は、勤続期間を同じくする定年退職の場合と同様に算定することと

するもの。 

    イ １０ に規定する措置を受けた者に対する退職手当の基本額は、６０歳に達する日

以後における最初の３月３１日までの勤続期間については同期間中の最も高い給料月

額により算定することとするもの。 

  １４ さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正 

   ・ １３の改正に伴い、平成１９年改正時の経過措置について規定の整備を行うもの。 

１５ さいたま市職員の再任用に関する条例の廃止 

・ 職員の定年引上げに伴い、現行の再任用制度が廃止されるため、さいたま市職員の再

任用に関する条例を廃止するもの。 

 （施行期日） 令和５年４月１日（１の一部については公布の日、１３の一部については令和

５年１月１日等）

議案第１２６号 さいたま市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

        て

        （所管課所・総務局人事部人事課） 

 地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ 再度の育児休業取得に係る要件の緩和 

 再度の育児休業取得に係る要件のうち、育児休業等計画書による申出に係る規定を削

除するとともに、その他規定の整備を行うもの。 

 任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている任期を定めて採用され

た常勤の職員についても、非常勤職員と同様に、再度の育児休業取得を認めることとす

るもの。 

  ２ 非常勤職員の子の出生後８週間以内の育児休業の取得要件の緩和 

・ 非常勤職員が子の育児休業を取得する場合、原則、子が１歳６か月に達する日までに

その任期が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らかでないとされ
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ていたものについて、子の出生後８週間以内に育児休業を取得するときは、子の出生後

８週間と６月を経過する日までにその任期が満了すること及び特定職に引き続き採用さ

れないことが明らかでないことと要件を緩和するもの。 

  ３ 非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化 

 非常勤職員の育児休業の対象期間の上限を子の１歳６か月到達日とする要件について、 

夫婦交替での取得や、特別の事情がある場合の柔軟な取得を可能とするもの。 

 非常勤職員の育児休業の対象期間の上限を子の２歳に達する日とする要件について、

と同様の改正を行うもの。 

 非常勤職員の子が１歳以上の期間における育児休業の取得要件を確認しない場合の要

件について、 の改正後も現行と同様のものとなるよう規定の整備を行うもの。 

 （施行期日） 令和４年１０月１日 

議案第１２７号 さいたま市教職員定数条例等の一部を改正する条例の制定について 

        （所管課所・教育委員会事務局学校教育部教職員人事課）

  地方公務員法等の一部改正を踏まえ、さいたま市教職員定数条例のほか４条例について、所

要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ さいたま市教職員定数条例の一部改正

・ 短時間勤務の職に係る地方公務員法の引用条項の規定の整備を行うもの。

  ２ さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正

   ・ 現行の再任用短時間勤務教職員に適用されている勤務時間等に係る規定について、定

年前再任用短時間勤務教職員に適用することとするとともに、その他規定の整備を行う

もの。

  ３ さいたま市教職員健康審査会条例の一部改正 

・ 短時間勤務の職に係る地方公務員法の引用条項の規定の整備を行うもの。  

４ さいたま市教職員の給与に関する条例の一部改正

 特定日以後の教職員の給料月額の特例 

   ・ 当分の間、教職員の給料月額は、教職員が６０歳に達した日後における最初の４月

１日（特定日）以後、当該教職員に適用される給料表の給料月額に７割を乗じて得た

額とすることとするもの。 

 管理監督職勤務上限年齢制により降任等された教職員の給料の特例 

    ・ 管理監督職勤務上限年齢制により降任等された教職員であって、引き続き同一の給

料表の適用を受ける教職員については、当分の間、給料月額のほか降任等する前の給

料月額に７割を乗じて得た額と降任等した後の給料月額に７割を乗じて得た額との差

額に相当する額を給料として支給することとするもの。 

  ５ さいたま市教職員退職手当条例の一部改正 

   ・ 退職手当の基本額の特例 

    ア 当分の間、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者に対する

退職手当の基本額は、勤続期間を同じくする定年退職の場合と同様に算定することと

するもの。 

イ ４ に規定する措置を受けた教職員の退職手当の基本額は、６０歳に達する日以後

における最初の３月３１日までの勤続期間については同期間中の最も高い給料月額に
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より算定することとするもの。 

 （施行期日） 令和５年４月１日（５の一部については、令和５年１月１日等）

議案第１２８号 さいたま市さいたま北部医療センター跡地利活用事業者選定委員会条例の制定

について 

        （所管課所・スポーツ文化局スポーツ部スポーツ政策室）

  さいたま北部医療センターの跡地の利活用に係る事業者の選定に関し審議する附属機関を設

置するもの。 

 （内容） 

１ 設置 

・ 独立行政法人地域医療機能推進機構さいたま北部医療センターの跡地の利活用に係る

事業者の選定に関し必要な事項を審議するため、さいたま市さいたま北部医療センター

跡地利活用事業者選定委員会を設置することとするもの。 

２ 所掌事務 

・ 委員会は、事業者の選定基準の策定及び事業者の選定について、審議することとする

もの。 

３ 組織 

 委員会は、委員５人以内をもって組織することとするもの。 

 委員は、学識経験を有する者、関係団体の代表者及び市職員のうちから、市長が委嘱

し、又は任命することとするもの。 

４ 任期 

・ 委員の任期は、２の事項に係る審議が終える日までの間とすることとするもの。 

 （施行期日） 公布の日

議案第１２９号 さいたま市市営住宅条例及びさいたま市市民住宅条例の一部を改正する条例の

制定について 

        （所管課所・建設局建築部住宅政策課） 

  市営住宅及び市民住宅に係る入居者資格の条件等を見直すため、所要の改正を行うもの。 

 （内容）

１ さいたま市市営住宅条例の一部改正 

 入居者資格の条件の見直し 

・ 入居者資格の条件に、現に同居し、又は同居しようとする児童福祉法第２７条第１ 

項第３号の規定により同法第６条の４に規定する里親に委託されている児童（以下「 

児童」という。）及びパートナーシップ関係の相手方があることを新たに加えるもの。 

 入居者の地位の承継範囲の見直し 

・ 入居者の地位の承継の対象に、パートナーシップ関係の相手方を新たに加えるもの。 

２ さいたま市市民住宅条例の一部改正 

 入居者資格の要件の見直し 

・ 入居者資格の要件に、現に同居し、又は同居しようとする児童及びパートナーシッ 

プ関係の相手方があることを新たに加えるもの。 

 入居権利者の地位の承継範囲の見直し 

・ 入居権利者の地位の承継の対象に、児童及びパートナーシップ関係の相手方を新た
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に加えるもの。 

 （施行期日） 公布の日 

議案第１３０号 さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

        （所管課所・水道局業務部水道総務課） 

 地方公務員法の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

・ 職員が６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員の給与の特例等 

  ・ 職員が６０歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員の給与は、さいたま市

職員の給与に関する条例の規定の例により、管理者が別に定めるものとするともに、そ

の他規定の整備を行うもの。 

 （施行期日） 令和５年４月１日 

≪一般議案≫ 

議案第１３１号 市民会館うらわ解体工事請負契約について 

        （所管課所・スポーツ文化局文化部文化振興課） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    市民会館うらわ解体工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    １２億６，５００万円 

  ４ 契約の相手方 

    スミダ・田中・ハイシマ特定共同企業体 

議案第１３２号 市営馬宮住宅解体工事請負契約について 

        （所管課所・建設局建築部住宅政策課） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    市営馬宮住宅解体工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ７億４，５８０万円 

  ４ 契約の相手方 

    日清・松永特定共同企業体 
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議案第１３３号 財産の取得について（小型水槽付消防ポンプ自動車） 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

  火災現場における消火活動に必要な小型水槽付消防ポンプ自動車を取得するため、議決を求

めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示

   小型水槽付消防ポンプ自動車 ３台

  ２ 取得先 

    株式会社モリタ東京支店 

３ 取得額

１億５，３４５万円

議案第１３４号 財産の取得について（災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車） 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

  火災現場における消火活動に必要な災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を取得するため、

議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示

   災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車 ２台

  ２ 取得先 

    株式会社モリタ東京支店 

３ 取得額

１億３，２８８万円

議案第１３５号 財産の取得について（先端屈折式はしご付消防自動車） 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

  災害現場における消防活動に必要な先端屈折式はしご付消防自動車を取得するため、議決を

求めるもの。 

 （内容） 

  １ 物件の表示

    先端屈折式はしご付消防自動車 １台

  ２ 取得先

    帝國繊維株式会社

  ３ 取得額

１億７，６００万円

議案第１３６号 財産の取得について（救助工作車Ⅱ型） 

        （所管課所・消防局警防部警防課） 

救助現場における救助活動に必要な救助工作車Ⅱ型を取得するため、議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示

   救助工作車Ⅱ型 １台



- 8 - 

 ２ 取得先

   帝商株式会社埼玉営業所

３ 取得額

１億５，８２９万円

議案第１３７号 財産の取得について（救急自動車） 

        （所管課所・消防局警防部警防課）

救急現場における救急活動に必要な救急自動車を取得するため、議決を求めるもの。 

 （内容） 

 １ 物件の表示

   救急自動車 ３台

 ２ 取得先

   埼玉トヨタ自動車株式会社

３ 取得額

１億７５８万円

議案第１３８号 首都高速道路株式会社が行う高速道路事業の変更に対する同意について 

        （所管課所・建設局土木部広域道路推進室）

  首都高速道路株式会社が埼玉県道高速さいたま戸田線に関する事業の料金の額及びその徴収

期間を変更することについて、本市内における区間の道路管理者として同意をするため、その

議決を求めるもの。

 （内容）

  １ 障害者割引の追加

 割引対象者が運転し、又は乗車する場合は、事前登録されていない車両についても障

害者割引の対象とするもの。

 障害者割引の申請手続について、オンラインによる申請を追加するもの。

  ２ 特定更新等工事その他通行止め及び車線規制を行う工事に伴う料金調整の追加

  ・ 特定区間における工事等の実施時に高速道路を降りずに迂回した場合、距離が延びた

ことで高くなる料金を調整する規定を追加するもの。

≪道路議案≫ 

議案第１３９号 市道路線の認定について 

        （所管課所・建設局土木部土木総務課）

（内容）

一  般 ０路線

開  発 ９路線

合  計 ９路線
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議案第１４０号 市道路線の廃止について 

        （所管課所・建設局土木部土木総務課）

（内容）

一  般 ０路線

開  発 ３路線

合  計 ３路線

≪人事議案≫

議案第１４１号 人事委員会委員の選任について 

        （所管課所・総務局総務部総務課）

  人事委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分

白鳥 敏男 再任 

議案第１４２号 人権擁護委員候補者の推薦について 

        （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

鵜篭 雅之 再任 


